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市では、東日本大震災と福島第一原子力発電所事故からの復興・再生のため、

様々な取組を行っております。一方、小高区では避難指示解除から７年あまりが

経過し、避難者の帰還、移住・定住、子育て支援等をはじめとした施策に取組ん

でおりますが、令和５年１０月末現在、小高区の居住人口は約３，８００人と震

災前の約３割に留まっており、復興はまだ道半ばであると捉えております。 

本協議会では、これまでの市の取組を評価するとともに、「相馬郡小高町、同郡

鹿島町及び原町市の廃置分合に伴う地域自治区の設置等に関する協議書」１１の

規定「地域協議会の権限」に基づき、小高区の復興・再生にかかる地域協議会委

員からの提言を受け、市担当課から現状や取組について説明を受け意見を交わす

など協議を行い、今後、市に取り組んでいただきたい施策について、本協議会の

意見として取りまとめました。 

つきましては、下記のとおり意見書を提出いたしますので、本協議会の意見を

踏まえ、小高区の更なる復興・再生への取組を加速されますようお願いいたしま

す。 

 

記 

 

１.義務教育学校設置の検討について 

  小高区においては、令和３年４月に小高、金房、鳩原、福浦の４小学校が再

編され、小学校・中学校が１校ずつとなり、現在、小高小学校と小高中学校で

は行事を通じた交流や教職員の兼務発令など、様々なかたちで相互の連携が行

われているところです。 

 

更に小中一貫したふるさと教育や特色ある教育を通して、ふるさとを愛し、

ふるさとに誇りを持てる人材を育てるためには、小学校課程から中学校課程ま

での 9年間の義務教育を一貫して行うことができる義務教育学校の設置が有効

であると考えることから、義務教育学校設置に向けた検討を進めること。 

義務教育学校設置を検討するうえでは、小中一体型の校舎や文教ゾーンを生

かした周辺環境の整備、地域住民が学校活動に協力できる体制づくりについて

も、併せて検討すること。 



２.小高駅の利便性向上について 

  小高駅の現在の利用については、主に小高産業技術高校生徒の登下校に合わ

せた時刻での運行がメインとなっているため停車本数が少なく、また仙台方面

の車両を利用する場合、原ノ町駅での乗り継ぎに３０分以上要する時間帯があ

り、待ち時間が長い状況にあります。さらに、特急列車が停車しないことに加

え、東京方面の Suica が使用できないこと、券売機の設置がなく乗車証明書発

行機での対応であることなど、常磐線を利用し小高を訪れる方が不便を感じる

ことが多く、これは小高区の復興の足かせになっていると考えます。 

 

市は、これまでも常磐線活性化対策協議会及び福島県鉄道活性化対策協議会

等を通して JR 東日本に対し要望を行っているところですが、小高駅の利便性向

上の早期実現に向けて、引き続き強く要望をすること。 

 

３.若い世代が活躍できるまちづくり 

  マイナビが実施した「マイナビ 2024 卒大学生Ｕターン・地元就職に関する調

査」によると、地元（Ｕターン含む）就職を希望する学生は６２．６％となっ

ています。 

 

地域活動の担い手となる若い世代を地元に増やし、また地域の経済活動を活

性化させるためには、本市での就職先の確保・住環境の整備・子育て支援等、

現在行っている施策を継続・強化するとともに、地元を離れた方へこれらの情

報発信を強化する取組を実施すること。 

 

４.薬局（ドラッグストア）の誘致について 

  避難指示解除後、小高区において食料品店や飲食店、ホームセンターなどが

再開し利便性の向上が図られてきましたが、更なる住民生活の利便性向上を図

るため、ドラッグストアの出店を望む声が多く聞かれています。 

現在、小高区内にはドラッグストアがなく、また、小高区の住民が常備薬を

購入する際は、調剤薬局では品数が少ないことから、原町区まで行かなければ

ならない状況にあります。 

 

このことから、ドラッグストア誘致に向けたトップセールスを行うととも

に、誘致のための補助制度の創設について取組を進めること。 

 

以上 

 

 

 

 


